令和８年度　第１回　品川区地域自立支援協議会
【各委員意見集約】
１．相談支援部会報告について
<地域生活移行に関する取り組みについて>
〇地域移行等意向確認担当者との会合について、出席者の範囲など取組の方向性や計画について教えて　いただきたい。
〇施設入所者の高齢化が進む中、「親亡き後」や「医療的なニーズのある」広域移行ケースが増えると思う。医療的ケアに応じて、施設を探す際の現地の基幹相談支援センターや自治体の障害福祉課との連携窓口などを整理し、新たなキーパーソンとなる家族等に情報提供することが大切だと感じた。
〇入所施設に配置される地域移行等意向確認担当者と、相談支援専門員との連携が今後どう進んでいくのか注視していきたい。入所先に担当者が配置されたことで、地域移行を新たに取り組む方が増えていく可能性について関心がある。
〇「無呼吸症候群の対応可能施設が近隣にないため広域的に対象地域を検討している。」とあるが、具体的な対応はCPAPの対応なのか。
〇60代後半の区内施設入所者のケースについては、会議であれば、口頭の説明で詳細が理解できたかもしれないが、資料だけで補足説明がないと少しイメージしにくく感じた。
<高次脳機能障害に関する取り組みについて>
〇認知症カフェの一角での高次脳機能障害に関する相談窓口の開催は、相談窓口を見つけることの難し　い高次脳機能障害者にとってとても有効だと感じた。また、作業療法士（OT）が関わり、集中力や計画力を養う講座は高次脳機能障害者支援の具体的な取り組み例であり、このようなプログラムの情報を可能ならば事業所の相談支援専門員やヘルパーとも共有できるといいのではないか。
〇７月には高次脳機能障害者と家族の会が交流会を予定しており、区内の地域活動支援センターの取り組みについて情報交換を行う機会が予定されている。部会では新たなテーマへ移行するが、高次脳機能障害の取り組みに関して動きがあれば、検討していくことも有意義であると考える。
<今後の検討課題について>
〇特に本人と家族の意見が異なる場合の本人の意思の確認やそれと家族の意向の調整は、基本は本人と個別に面談または観察を重ねて、それによって得られる情報をもとに家族と意見調整を図ることだと思うが、ケースによってかなり対応が異なると思う。今回のような協議を重ね、今後も様々な事例を通して、対応のレパートリーを蓄積していくとよいと思えた。
〇地域生活移行を進めるにあたり、本人の意思決定をどのように確認し、支えていくかは極めて重要な課題で、相談支援専門員単独で行うものではなく、関係機関や家族も含めた地域全体で考えていく必要があると思う。７月には福祉カレッジで意思決定支援の研修があるため、こういった機会を相談支援専門員のみならず地域全体で共に考え、実践に活かせる場として活用できればよいと思う。
〇「ライフステージの移り変わり」と「意思決定支援」の２つのテーマは、どちらも重要なテーマであり、今後はより共通性の高い「意思決定支援」に注視していく、という方向性も適切だと思う。意思決定支援の一環として、「情報の不足を補うための情報提供」の中でも「選択肢の情報提供」、「インターネットやアプリを通じたデジタル的手段の提供」は、容易かつ迅速に実践に踏み切れる取り組みだと思う。これらの施策の積極的な試行により状況が好転する事例が増えることを期待している。
〇今期のテーマが「意思決定支援」に決定し、大変うれしく思う。知的障害児者本人の意思決定を引き出すために、多様な経験の場を用意し経験してもらうことが必要だと思う。日頃から構造化ツールなどを使い、言葉ではなく、見える化して本人の意思決定を促してほしい。また、「次回について」に記載されている「実践できそうな取り組み」とは具体的にどんなものか、教えてほしい。
〇「意思決定支援」については、様々な方向から取り組みができると思うので、今後の取り組みに期待している。相談支援専門員の支援技術の向上のための学びも含めて取り組んでいければ良い。
〇本人と家族の意見が異なる時の対応が難しそうだと思った。
<障害者支援施設からの地域生活移行に関する取り組みについて>
〇表の左上に「退所先」と記載されているが、障害者支援施設からの移行であれば、「移行先」ということになるのか。
<全体を通じて>
〇各取り組みに対して寄せられた相談が、一体どの位あるのか、全体像がわからない。
〇部会に東京都身心障害者福祉センターの方を呼んでいる、もしくは、報告はしているか。

２．就労支援部会報告について
<障害者就労支援施設「Kitara」令和７年度実績報告について>
〇Kitaraの半年間の実績は、とても素晴らしい数字だと思う。私の娘も就労体験をしたが、とても丁寧に接していただき感謝している。定期的に通い体験を継続していければと思う。地域との交流イベントは、ホームページ上でチェックしているが、こまめにチェックしていないと終わってしまっていることもある。申し込みは電話だけではなく、オンラインでもできれば嬉しい。
〇Kitaraにおいて、Orihimeを導入していたように思うが、その後どうなっているのか。もし導入されていないようであれば、超短時間雇用の就労機会の確保も含めて、ご検討いただければと思う。
〇共同受注窓口での受注システムは、事業者側から「既存作業の負担にならない数量を相談で決められた」という好意的な意見が出たことからも、効果的にこの仕組みが機能していると考えられ、非常に有意義だと思う。受注件数は現在4件であるので、工賃アップの成果が数字に表れるものではないかもしれないが、できれば工賃アップにどのような効果があるかを把握しておく必要がある。また、今回の取り組みがどのようにして今後の事業者側からの発注の増加につながるかに注目したい。
〇同様に超短時間雇用の促進も、参入障壁を下げる有効な手段だと思う。福祉や医療施設からだけでなく、支援員からの求人案内があればより問い合わせや就労者が増えると思う。
〇「共同受注窓口」としての取り組みを進める中で、就労支援部会の下部で実施している就労支援事業所検討会での課題や区内の事業所が一体となって行うべきことなどが、区と連携のうえ、具現化するよう主導していっていただきたい。
<自主製品販売イベントについて>
〇前回の協議会において、「イベント予定の情報共有やアナウンスがあった方が良いのではないか」という意見があり、今回大井競馬場でのイベントアナウンスをいただいた。事前の情報提供は、支援員や地域の方の目にとまる貴重な機会であり、今後とも継続的な事前の情報提供があると良いと思った。
〇私も、昨年度の「エシカル消費イベント」や11月の「JR目黒駅前」で輪の品マルシェを見学させていただいた。必要かつ大切な事業だと感じた。

<超短時間雇用促進事業の進捗状況の報告について>
〇事業者の「利用者の特徴を理解している支援員から紹介してほしい」という意見は、ミスマッチを防ぎ定着率を高める上で非常によい提案である。具体的方策について検討できるとよい。
〇「登録者36名。就職者数22名、離職者数が7名、そのうち契約満了3名。」と記載があるが、契約満了3名の方のその後の状況はどうなっているのか。また、「求人情報を支援員が確認できる手段があれば、～」の記載があるが、具体的にどのような手段を検討されているのか伺いたい。
〇より多くの種類の仕事について超短時間勤務が可能だと思われるので、より多くの区民の意見をうかがえる体制作りも必要かもしれないと思った。また、求人情報をより開かれたものにしていくことは大切だと感じた。
<その他>
〇就労選択支援サービスは始まったばかりなので今のところ先着２名で落ち着いているのかもしれないが、特別支援学校高等部の進路選択の時期には、２名の定員では足りないのではないかと心配になる。
〇就労選択支援の現状について、具体的にどういったかたちで取り組んでいるのか、さらに詳細な情報をいただけるとありがたい。
<全体を通じて>
〇各事業所の工賃アップも大事であるが、障害者に寄り添った体制を整えていただきたい。
〇自分に見合う仕事をじっくり焦らず探していけるような支援体制があるか、見ていきたいと思う。

３．子ども支援部会報告について
<テーマ検討：保護者対応や保護者支援について>
〇放課後等デイサービスの利用について、親の就労が主目的になっているとあるが、障害のない子どもの場合と同様当然のことだと思う。ただサービスの利用増が子どもに負担となっているという意見もあり、子どもに負担がかからないよう、利用増に対応できるように工夫していく必要があると思った。
〇取り上げたテーマに関して出てきたより具体的な課題の多くは、男女共同参画が進み、両親家庭でも両親の就労によって子どもと接する時間や夫婦間の話し合いの機会の減少が共通する要因として背景にある。また支援の充実と多様化とともに共通して生じる問題もあがっている。それぞれの課題に個々の事業者や支援者で対応することの難しさやジレンマも感じられる討議だったことが想像できる。次回の部会では、今回、挙げられた課題を整理し、具体的に検討ができ、対応策が見つかりそうなテーマを対象に、解決方法や対応について話し合われ、地道に課題の解決が進められることを期待する。
〇とてもリアルな現状報告だと思った。一方で「個人の対応力」や「保護者の意識」の問題として捉えてしまうと、協議会としての着地点を見失ってしまうようにも感じた。「放デイの預け先化」や「学校との連携不足」の背景に、地域の資源不足や連携システムの未整備という構造的な課題があると感じる。「誰をどう変えるか」ではなく、「地域としてどのような仕組みが必要か」というフラットで前向きな地域課題として議論を集約出来たらよいのではないかと感じた。
〇特に通常級に通っている場合、学校側に支援級のような対応は望めないことから、より福祉との繋がりを強固にし、手厚いサポートを受けられる体制を整えていくことが重要かと思う。意見の相違に関しても、保護者間（夫婦間）や保護者と支援者間で意見が分かれた場合、どちらかの意見だけを通すのではなく、両者の意見をうまく擦り合わせられるよう、話し合いの場を持つことが重要だと思う。保護者の意見や要望に対し、支援者がどんな提案をしたか、その後どう状況が変化したか等をまとめ、ケーススタディとして発表する場があったりすると良いかもしれない。
〇報告内容の中で、「放デイが単なる預かり先となっている」との記載があったが、具体的にはどういった場面でそう感じるのか、教えていただきたい。子ども家庭庁のガイドラインでは、療育の必要度合いや保護者の状況などを総合的に判断し支給量を決定するとある。月最大２３日ばかりが注目されているように感じるが、現場はどう考えているのか。また、「学校での様子がわからない」との意見があり、福祉と教育とのつながりが薄いと感じている事業所が少なからずあるようだが、サービス担当者会議の開催状況はどうなっているのか。保護者はもっと利用したいと思うと同時に質の確保も望んでいる。児童発達支援センターのスーパーバイズコンサルの実績はあるのか、差し支えない範囲で教えていただきたい。
〇今年度のテーマ「保護者対応や保護者支援」については、様々な角度から見た課題があると思うので、テーマを絞って皆で取り組んでいけると良いと思った。
〇各グループから、子どもの学校の様子が把握しきれていないという意見が出ているが、その解決について、学校のみならず、本人、保護者とも共通理解ができるようにしていただきたい。
〇グループワークにおいて、「福祉と学校とのつながり」を全てのグループが課題と捉えているようである。福祉と教育の連携は大切であると思うので、この点をもう少し深く知りたい。現状はどうか、どのような方向に進めていくのか、どのような動きがあるのかなどについて教えていただきたい。
〇それぞれのグループの福祉と学校とのつながりの部分で、「お子さんの学校での様子を把握しきれていない。」という記載が目立っていた。教育と福祉という縦割り行政の壁があるのは事実かもしれないが、壁を越えたコミュニケーションこそが自立支援には必要ではないかと感じた。
〇テーマ検討というタイトルであるが、何をテーマにするかの検討ではなく、「保護者対応や保護者支援について」というテーマは決まっていて、今年度を通じて検討していくということなのか。また、前年度の「医療的ケアおよび医療的ケア児等コーディネーターの今後の支援の体制等」の検討は継続しないで、新たに上記をテーマとした経緯などについて説明があればよかった。
<全体を通じて>
〇部会員は児童の相談支援事業所であるが、放課後等デイサービス事業所が入っていないのはなぜなのか。
〇昨年度のテーマ「移動支援の啓発」についても部会としてできることを継続していけると良い。

４．精神障害支援部会報告について
<グループワーク：情報ツールの作成について>
〇利用者・家族・支援者間で共通理解できる情報ツールの作成を目的とした話し合いは、具体性があり有意義だったと思える。次回の部会までに、他地域のモデルとなるパンフレット等の資料や重視するポイントの整理などの準備をしておくことが必要と思える。なお、今回のツールは、初めて相談に来る本人・家族向けのものか、それとも支援者が本人・家族に支援内容や施設利用の情報などを説明するためのものなのか、どちらを重視するのかが疑問に思えた。
〇リーフレットの作成は、当事者や家族、関係者に地域生活を送る際の支援や資源を見える化し、自立に向けた生活をイメージしやすくする貴重なツールになると思った。
〇情報を羅列しただけの資料では、情報の取捨選択が難しくなってしまう。そのため、「自分たちに必要な情報」だけをピックアップ出来るような作りであることが必要。その候補として、フローチャートは良い案だと思う。利用者の状況別にYESとNOの選択肢に答えていくことで、① 受けられるサービスの内容、② サービスを受けるための相談窓口、③ 実際の利用者の具体例が図解されていると、分かりやすいと思う。
〇部会で利用しやすいリーフレットを作ることは、必要であり、大切だと思う。しかし、編集発行は、区役所の障害者部門が行政としてバランスを大切にしながら行うほうが良いと思う。精神障害支援部会の本来業務である、患者家族一人ずつの事例に沿った支援方法の検討に戻っていただきたいと思う。
〇現在、既に支援を受けている人、長期入院中の方や地域生活を続けられている方が支援につながりやすくなるような、利用者・家族・支援者間で共通理解できる情報ツールの作成が期待される。精神保健福祉法改正後は「精神保健に課題を抱える者」も相談支援の対象となっており、幅広い支援内容が記載され、また支援を受け生活することが、身近なものと感じられるようなツールとなることも期待している。
<全体を通じて>
〇地域移行の進捗状況や、精神病院に入院する当事者の意見が見当たらず、もっと細かく当事者の意見を反映させ、毎回報告していただきたい。今回の部会では当事者が欠席し、当事者は一人も参加していなかったことになる。体調を崩しやすい当事者の参加は基本的に複数とするほうが望ましいと思う。
〇精神障害の医療や福祉を偏見なく利用できる世の中になれば良いと思う。
〇精神障害支援部会ではどちらの所属にも属さない「当事者」という委員名が使用されており残念である。障害当事者の氏名を「当事者委員　□□□□氏」と明記していただく合理的配慮をお願いしたい。

5．自立支援協議会全体会について
〇障害のある当事者やそのご家族が、区のホームページにアップされている資料や議事録にアクセスしている数はそう多くはないのではないか。当事者の方々に関心を持っていただくために、例えば、セミナーの開催やリーフレットの作成を考えたらどうかと思う。協議会に広報担当を設置し、可能な方全員で取り組めれば、横のつながりもでき、より風通しの良い組織になると思う。
〇今年度、当事者の委員が増え、違った視点でのご意見をいただけることに期待している。ここ数年で、部会の取り組みを中心とした自立支援協議会の流れができてきたように感じているが、全体会の中で部会報告以外にもテーマを決めて委員同士で意見交換できるとより良いのではないかと思っている。
〇当事者の方が委員に参画されたことは、よかったと思う。
〇今回が初参加であるが、書面開催となり、協議会の様子がわからない部分がある。
〇総合支援法と照らし合わせて、本人の人権、意思を尊重していって欲しいと思う。
〇６月から台風に見舞われるとは思わなかった。次回は対面で実施できればよいと思う。
〇今回の協議会を台風の影響から書面開催としたことは、警戒レベル４発令中であったこと、障害のある方ご本人が参画していること、などを考慮すると適切な判断だったと思う。
〇次回の会議において、今回口頭で説明できなかった重要な事項があれば、それもあわせてご説明いただきたい。
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